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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第82期
第３四半期
連結累計期間

第83期
第３四半期
連結累計期間

第82期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 93,782 103,947 132,699

経常利益 (百万円) 4,853 6,152 6,385

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 5,977 4,137 7,294

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 7,024 4,993 8,154

純資産額 (百万円) 26,549 34,225 30,071

総資産額 (百万円) 90,853 95,428 104,395

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 78.56 49.39 95.14

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.1 35.7 28.7
 

 

回次
第82期
第３四半期
連結会計期間

第83期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 27.22 20.98
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、変更は

ない。また、主要な関係会社に異動はない。

 

EDINET提出書類

株式会社淺沼組(E00120)

四半期報告書

 2/17



第２ 【事業の状況】

 

「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態及び経営成績の異常な変動等又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」について、重要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業業績や雇用・所得環境の改善及び個人消費の持ち直し

など、緩やかな回復基調が続いている。しかし、地政学的リスク等、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の

影響には引き続き留意する必要がある。

当社グループの主たる事業である建設業界においては、底堅い公共建設投資や、このところ一部住宅建設に弱含

みが見られるものの、引き続き好調な企業業績を背景とした設備投資が増加傾向にある民間建設投資など、一定の

水準で推移している。しかしながら、技能労働者不足や資機材価格の上昇傾向など、引き続き懸念要素も存在して

いる。

このような状況のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間の受注高は1,056億４千８百万円で、前年同

期比13.8％の減少、売上高は1,039億４千７百万円で前年同期比10.8％の増加、売上総利益は113億５百万円で前年

同期比18.2％の増加となった。

 

営業利益については62億１千４百万円（前年同期比23.5％の増加）となった。

経常利益については61億５千２百万円（前年同期比26.8％の増加）となった。

親会社株主に帰属する四半期純利益については41億３千７百万円（前年同期比30.8％の減少）となった。

 

セグメントの業績は、次のとおりである。

(建 築)

受注高は866億９千３百万円(前年同期比12.2％減)、売上高は861億５千７百万円(前年同期比18.5％増)とな

り、セグメント利益は81億５千４百万円(前年同期比12.9％増)となった。

(土 木)

受注高は189億５千５百万円(前年同期比20.6％減)、売上高は169億６千４百万円(前年同期比16.5％減)とな

り、セグメント利益は29億４千１百万円(前年同期比38.1％増)となった。

 

また、「その他」の事業については、売上高８億２千４百万円(前年同期比5.3％増)、セグメント利益７千５百

万円(前年同期比6.6％減)となった。
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(2) 財政状態の分析

(資 産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて10.8％減少し、797億６千９百万円となった。これは、未収入金が83

億３千８百万円増加したものの、仕入債務の減少により現金預金が107億１千８百万円減少、受取手形・完成工

事未収入金等が47億４千６百万円減少したことなどによる。

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて4.5％増加し、156億５千８百万円となった。これは、投資その他の資

産のその他に含まれる投資有価証券が８億２千１百万円増加したことなどによる。

 この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて8.6％減少し、954億２千８百万円となった。

(負 債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて16.4％減少し、531億９千７百万円となった。これは、支払手形・工

事未払金等が72億５百万円減少、未払金が80億７百万円減少したことなどによる。

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて25.3％減少し、80億６百万円となった。これは、長期借入金が30億１

千万円減少したことなどによる。

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて17.7％減少し、612億３百万円となった。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて13.8％増加し、342億２千５百万円となった。これは、親会社株主

に帰属する四半期純利益の計上等により、利益剰余金が32億９千９百万円増加したことなどによる。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はない。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は約１億６千８百万円であった。

 なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われていない。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの主たる事業である建設市場の平成29年度建設投資は、政府建設投資・民間建設投資ともに堅調さ

を維持し、引き続き一定水準で推移すると見込まれる。ただし企業業績に影響を与える、資材・労務の調達価格の

動向には引き続き注視する必要がある。

このような状況の中、当社グループは、引き続き利益重視の「選別受注」と「高品位な作業所管理」の徹底によ

り、安定した業績の確保・維持を目指す。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 293,565,000

計 293,565,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 85,086,293 85,086,293
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株である。

計 85,086,293 85,086,293 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はない。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
― 85,086 ― 9,614 ― 2,165

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないので、直前の基準日である平成29年９月30日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,312,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

83,345,000
83,345 ―

単元未満株式
普通株式

429,293
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 85,086,293 ― ―

総株主の議決権 ― 83,345 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式880株が含まれている。

 

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社淺沼組

大阪市浪速区湊町

一丁目２番３号

マルイト難波ビル

1,312,000 ― 1,312,000 1.54

計 ― 1,312,000 ― 1,312,000 1.54
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はない。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 39,720 29,001

  受取手形・完成工事未収入金等 42,561 ※3  37,814

  未成工事支出金 2,609 947

  その他のたな卸資産 127 43

  未収入金 2,259 10,598

  その他 2,193 1,429

  貸倒引当金 △59 △64

  流動資産合計 89,411 79,769

 固定資産   

  有形固定資産 4,715 4,666

  無形固定資産 397 468

  投資その他の資産   

   その他 10,541 11,181

   貸倒引当金 △669 △658

   投資その他の資産合計 9,871 10,523

  固定資産合計 14,984 15,658

 資産合計 104,395 95,428

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 31,885 24,679

  短期借入金 8,717 9,677

  未払金 8,805 797

  未払法人税等 755 446

  未成工事受入金 7,593 9,950

  完成工事補償引当金 450 516

  工事損失引当金 253 159

  その他 5,152 6,969

  流動負債合計 63,613 53,197

 固定負債   

  長期借入金 6,124 3,113

  退職給付に係る負債 4,376 4,349

  その他 210 542

  固定負債合計 10,710 8,006

 負債合計 74,324 61,203
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 9,614 9,614

  資本剰余金 2,165 2,166

  利益剰余金 16,393 19,693

  自己株式 △142 △145

  株主資本合計 28,032 31,329

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,714 3,273

  退職給付に係る調整累計額 △784 △491

  その他の包括利益累計額合計 1,930 2,781

 非支配株主持分 108 113

 純資産合計 30,071 34,225

負債純資産合計 104,395 95,428
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
  至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
  至 平成29年12月31日)

売上高   

 完成工事高 92,999 103,122

 その他の事業売上高 783 824

 売上高合計 93,782 103,947

売上原価   

 完成工事原価 83,650 92,027

 その他の事業売上原価 565 614

 売上原価合計 84,215 92,642

売上総利益   

 完成工事総利益 9,348 11,095

 その他の事業総利益 217 209

 売上総利益 9,566 11,305

販売費及び一般管理費 4,533 5,090

営業利益 5,032 6,214

営業外収益   

 受取利息 87 79

 受取配当金 106 112

 持分法による投資利益 14 12

 その他 18 37

 営業外収益合計 225 241

営業外費用   

 支払利息 274 179

 支払手数料 80 92

 その他 50 32

 営業外費用合計 405 304

経常利益 4,853 6,152

特別利益   

 固定資産売却益 0 0

 会員権退会益 3 0

 その他 0 0

 特別利益合計 3 1

特別損失   

 固定資産除売却損 1 1

 会員権評価損 0 ―

 減損損失 ― 23

 特別損失合計 2 24

税金等調整前四半期純利益 4,854 6,129

法人税、住民税及び事業税 643 798

法人税等調整額 △1,768 1,188

法人税等合計 △1,125 1,986

四半期純利益 5,980 4,142

非支配株主に帰属する四半期純利益 3 5

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,977 4,137
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
  至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
  至 平成29年12月31日)

四半期純利益 5,980 4,142

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 371 558

 退職給付に係る調整額 671 292

 その他の包括利益合計 1,043 851

四半期包括利益 7,024 4,993

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 7,021 4,988

 非支配株主に係る四半期包括利益 3 5
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 １ 偶発債務(保証債務)

下記の連結会社以外の会社に対して保証を行っている。

提出会社施工マンションの売買契約手付金の返済に対する保証

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

㈱今井建設  101百万円 ―
 

 

 ２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、コミットメントライン契約を締結している。

 当第３四半期連結会計期間末におけるコミットメントラインに係る借入未実行残高等は次のとおりである。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

コミットメントラインの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 10,000 10,000
 

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。なお、当四半

期連結会計期間の末日が金融機関の休業日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計

期間末日残高に含まれている。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形 ― 439百万円
 

 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 276百万円 296百万円
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(株主資本等関係)

 Ⅰ. 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 380 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの

該当事項はない。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。

 

 Ⅱ. 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 837 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの

該当事項はない。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)

建 築 土 木 計

売上高        

  外部顧客への売上高 72,682 20,316 92,999 783 93,782 ― 93,782

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 3 3 △3 ―

計 72,682 20,316 92,999 787 93,786 △3 93,782

セグメント利益 7,219 2,129 9,348 80 9,429
△4,396

(注２)
5,032

 

(注) １   「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでいる。

２   セグメント利益の調整額△4,396百万円には、セグメント間取引消去△０百万円及び各事業セグメントに

配分していない全社費用△4,396百万円が含まれている。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一

般管理費である。

３   セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損に関する情報

該当事項なし。

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)

建 築 土 木 計

売上高        

  外部顧客への売上高 86,157 16,964 103,122 824 103,947 ― 103,947

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 4 4 △4 ―

計 86,157 16,964 103,122 828 103,951 △4 103,947

セグメント利益 8,154 2,941 11,095 75 11,170
△4,956

(注２)
6,214

 

(注) １   「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでいる。

２   セグメント利益の調整額△4,956百万円には、セグメント間取引消去△０百万円及び各事業セグメントに

配分していない全社費用△4,955百万円が含まれている。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一

般管理費である。

３   セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略している。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

  
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 (円) 78.56 49.39

   (算定上の基礎)    

   親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 5,977 4,137

   普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に
   帰属する四半期純利益

(百万円) 5,977 4,137

   普通株式の期中平均株式数 (千株) 76,080 83,774
 

(注)   潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２ 【その他】

 該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月９日

株式会社 淺沼組

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   荒  井  憲 一 郎   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小   林   雅   史   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社淺沼組

の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社淺沼組及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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